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Ⅰ　は じ め に
　わが国の銀行の主要な業務には，預金取引，為
替取引，融資取引がある。銀行は，預金者等の保
護を確保するとともに金融の円滑を図るため，銀
行の業務の健全かつ適切な運営を期し，国民経済
の健全な発展に資することが求められている1。
銀行が行う金融の円滑化機能として預金者からの
預金を原資に，企業向けの融資を行う間接金融は
わが国国民経済の健全な発展に資するものである。
　江戸時代に金融仲介機能を有していた三井両替
店は，貸付業務に係る，貸付方針として，「貸付
方の審査は慎重にし，けっして一人の判断で決定
しないこと，また相手先の経営状況を的確に把握
し，滞りがあるならばただちに出訴し，厳しく取
り立てること」としている。そして，同店の大式
目（業務取扱規則〔制定 1722（享保 7）年〕）には，
「諸問屋其外御当地之商人は別て身躰常住ならざ
るものと相心得，半季，半季身躰底を承り合せ可
申候，勿論金銀取替へ申節一分の了簡堅く無用可
仕事。」とあり，取引先の信用状態を半期ごとに
励行することを定めている。このようにわが国の
金融業者にとって，取引先企業の実態を把握し，
かつ将来を予測して，その企業の信用状態を把握
することは貸出業務にとって欠くべからざるとさ
れてきた。
　富山・深尾・随・西村（2001）が述べるように，
銀行が行う融資取引先への審査活動は情報生産機
能であり，資源を投入することで，デフォルトリ
スクを軽減しており，銀行による企業向け融資に
関わる審査業務は，融資資金が健全に返済される
かを判断するものであり，融資対象企業の経営の
健全性を審査するものである。
　一方，経営戦略論の目的は，企業の持続的な競
争優位の源泉を探るものであり，企業間の競争に
おいて比較優位な収益を獲得する理由を考察する
ものである。その意味においては，銀行が融資対
象企業に行う信用調査と経営戦略論は，本来の目
的は異なるものである。しかし，融資対象企業が
競合企業との比較において，経営戦略上の競争優
位の源泉を保持していなければ，やがては当該企
業の属する業界から淘汰されることになり，結果
として貸出資金の回収も滞ることに繋がる。
　このような視点から見れば，銀行の融資対象企
業に対する信用調査と，企業の競争優位の源泉を
考察する経営戦略論との接点を見出すことも出来
よう。
　前述のように，わが国では，銀行の前身である
両替商が 18 世紀以前に取引先の信用状態を把握
して融資を行っていた。また，米国の格付会社は，
1900 年にムーディーズが設立され，1909 年に鉄
道会社の格付を行っていたように，企業の信用状
態を判断する信用調査は，経営戦略論が理論形成
される以前から存在していた。
　本稿は，企業向けの信用調査はどのような観点
から行われているのかを，経営戦略論を背景とし
た理論的な考察を行うことを目的とし，両者の相
違点の検証を試みることで銀行の信用調査と競争
戦略論の融合の可能性を検証し，銀行の信用調査
において，競争戦略論を背景とした企業審査を検
証する可能性を考察する2。
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Ⅱ　銀行信用調査のレビュー
　銀行が，融資対象企業に対して行う信用調査は，
どのような視点で検証しているかについての先行
研究を以下のようにレビューする（表 1 参照）。
　勝田（1926）は，銀行の信用調査は，信用調
査・事業調査・大勢調査に 3 分類されるとして，
信用調査は，対象企業の信用状態の調査を行い，
事業調査は，企業の経済的価値を調査し，大勢調
査は，業界の景気動向を調査するものとしている。
　企業の信用調査の要諦は，資産状態を測定する
流動力を測定するもので，資産（Capital），能力
（Capacity），人格（Character）の 3C である。人格
（Character）は，人間信頼の程度で，過去の経歴
として沿革，基礎である。沿革は，企業の設立か
ら今日までの沿革である。基礎は，所在地，商品，
特徴等である。能力（Capacity）は，営業上の技
量で，営業振りとして，金融関係，取引関係，同
業関係がある。金融関係は銀行取引状況であり，
取引関係は，取引先状況であり，同業取引は，同
業者間の商慣習，共通点，特色等であり，同業者
間の取引方法であるとしている。
　阿部（1957a）は，1927 年に三井銀行の行員が，
米国の銀行の信用調査事務を調査した報告書によ
り，米国の銀行の信用調査を次のように述べてい
る。米国銀行の信用調査の目的は，取引先貸金先
に対する貸出金の回収懸念に対して行うものとと
もに，銀行は事業経営上の後援者として有形無形
の助力を惜しまないとしている。そして，事業が
行き詰まるのは，突然ではなく，積年類弊の結果
によるもので，健康診断同様に調査員による事業
の健康診断は倒産を未然に防ぐことに繋がるとし
ている。そして信用調査において調査する事項は，
会社の沿革，経営実権者，操業の性格（取扱品目，
製造方法，販売・仕入状況，金融状況，設備状況，
銀行取引状況），外的条件（産業界の情勢）である
と述べている。
　A 銀行の「信用調査の手引き」（1983）によれ
ば3，銀行が融資先企業の財務諸表を用いて分析
する信用分析のみでは信用状態を判定できないた
め，人的要素の「人」，その他の要素の「物」「金」
をそれぞれ調べて，総合的に信用を判定すること
を信用調査とすると述べている。「人」の調査と
は，経営者，従業員，組織を指しており，経営者
の顔ぶれとして，取締役等の略歴，人柄，リー
ダーシップと従業員の動向等を調べることである。
「物」の調査とは，業界動向，当該企業の業界に
おける競争力，業界における地位を指す。産業の
盛衰，当該企業の業界における競争力・地位，市
場占有率，製品ライフサイクル，販売地盤，仕入
地盤，立地条件，販売経路を調べることである。
「金」の調査とは，経理面を意味する。損益計算
表 1　銀行信用調査内容
業界調査
個別企業調査
ヒ　ト モ　ノ カ　ネ
勝田（1926） 大勢調査　業界動向 経営者の経歴 営業上の技能
阿部（1957a） 業界における地位，産業界の情勢，
業界内競争状態，同業者の風評
経営実権者 取扱品目，販売条件，設
備状況，会社の沿革
金融状態，銀行取引状況
A 銀行（1983） 業界動向，当該企業の業界におけ
る競争力，業界内地位
経営者，経営組織，従業
員
業界調査 経理面分析
B 銀行（1993） 業界動向（業界の将来性・安定性） 経営者，経営組織，労使
関係
事業素質（沿革，資本，
設備生産，仕入・販売状
況，資金繰り）
財務分析（収益状況，財
政状態，資金繰り）
山中（1997） 業界動向，成長性，業界構造 経営者，従業員資質，株
主構成
製品特性，取扱商品，業
務内容，仕入先，販売先
財務内容，資金繰り
住友銀行事業
調査部（1998）
業界の需給動向，採算状況，設備
動向，支払・回収条件
経営者，経営形態，従業
員，株主・系列，業歴お
よび沿革
製品の状況，製品の状況，
生産の状況，仕入・販売
の状況，在庫状況
業績，キャッシュフロー，
資力
久保田（2001） 同業者数，業界の設備状況・生産
能力，需給動向・製品価格推移，
原材料動向，技術動向，政府方針
経営者，沿革 経営体制，事業概要，生
産状態，販売状況
財務諸表，事業計画・収
支予想
出所：筆者作成。
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書，貸借対照表等財務諸表による財務分析による
財政状態を調査することであるとしている。
　B 銀行の「信用調査の手引き」（1993）は4，信
用調査を，対象企業の実態を把握するとともにそ
の将来性を判定して，取引方針決定のための資料
を提供することであると述べている。企業は「人」
と「資本」からなる有機的結合体であり，資本は，
「物」と「金」から成り立っており，信用調査に
おいては，「人」「物」「金」のそれぞれの要素に
ついて具体的検討を行い，その結果を総合して信
用状態を把握しなければならないとしている。
「人」は，経営主体としての経営者，従業員，組
織，労使関係などの諸要素を表している。「物」
は，経営の内部要素としての事業素質と経営を取
り巻く外部要素である業界動向である。「金」は，
財政状態，収益状況，資金繰りなどの財政面を指
すとしている。
　山中（1997）は，銀行審査のうち，特にメイン
バンクによる審査内容を次のように述べている。
メインバンクによる貸出先企業の審査内容は 2 つ
の視点で審査が行われ，1 つは，当該企業自体の
内容を調査する個別企業内容調査であり，もう 1
つは，当該企業を取り巻く環境を調査する業界調
査である。
　個別企業内容調査は，当該企業の財務内容，担
保力，取扱商品の特徴，資金繰り等の調査による
企業力の把握である。これに加えて，当該企業の
属する業界の動向，成長性，業界構造等の業界調
査が併せ行われ，貸出先企業の審査が完成する。
貸出先審査においては，当該企業自体の内容を調
査する個別企業内容の調査が大きなファクターを
占めるのは当然であるが，業界調査も無視できな
い重要性を有する。
　業界調査は，企業経営においては，その企業自
体の経営力の優位性は重要なものの，取扱商品の
性格からして業界全体として見ればその成長性が
低い場合や，業界の構造が個々の企業のブレーキ
となっている場合がある。また業界全体の中にし
める当該企業の位置づけや同業者の企業力，動向
も当該企業の審査にあたっては，大きな影響をう
ける。企業を取り巻く外部環境は企業経営に大き
な影響を及ぼす。当該企業の製品の技術力を業界
全体で判断すること，商品の販売先，仕入先等の
流通経路や業界構造も企業経営力の把握に欠かす
ことはできず，取扱商品自体の成長性も無視でき
ない。企業を取り巻く外部環境調査分析を業界調
査とすれば，個別企業内容調査に業界調査が加わ
りはじめて完成する。
　個別企業の審査は，企業を構成する「人」「物」
「金」の 3 要素を通じて企業の内容を把握するこ
とが基本となる。これらの 3 要素のうち，「金」
は財務分析が中心になるのに対して，「人」と
「物」は，定性分析が中心となり実態調査が主体
となる。
　「人」は，企業経営の方向を定める経営者の資
質と能力が調査のポイントとなる。また，経営者
と併せて従業員の資質・志気も重要である。その
他，株主構成を見ることで資本関係，企業系列が
把握できるとともに，役職員，取引先，金融機関
等の株主構成によって株主動向の把握も可能であ
る。
　「物」は，製品の特色，取扱商品，サービス内
容等，業務内容の調査が重要である。その他に，
仕入先，販売先の把握が必要となる。企業を取り
巻く環境変化は激しく，製品技術や生産性へ目を
向けることも必要である。「物」の調査は，商品
知識，販売仕入状況の把握等の物の流れに沿った
調査が必要であり，業界全体との対比も必要であ
り，業界調査と併せて行うことが必要となる。
　「金」は，企業力把握のために，財務諸表等の
資料をベースに安全性，収益性，成長性の観点か
ら実施する。重要なことは，分析は数字上の分析
に留まらずに「人」「物」の調査で行った実態調
査と併せて検討することが必要である。
　住友銀行事業調査部（1998）は，企業向けの貸
出審査について次のように論じている。貸出審査
を行う際，当該企業の属する業界動向を常に把握
しなければならない。当該企業の販売計画，利益
計画，設備投資計画等の事業計画の是非を判断す
るためには，その業界の需給動向，採算状況，設
備動向，支払回収条件の把握が必要である。
　貸出審査にあたって最も基本になることは，企
業内容を把握することである。企業の 3 要素は，
「人」「物」「金」である。
　「人」については，事業は人なりと言われるよ
うに，「物」と「金」を動かし実際に経営を行っ
ているのは人であり，企業の良否は尽きるところ
人の問題にかかっている。当該企業の経営を正し
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く理解し，把握するかは，企業を見る際の最も重
要なポイントである。経営者の良し悪しは企業の
盛衰を決定づける。企業の現状を把握し先行きを
占うためには，経営者の人物・手腕・経営方針を
十分に承知する必要がある。小規模企業では，経
営者 1 人の手腕で繰り回すこともできるが，会社
の規模が大きくなれば，従業員の質が経営全般に
及ぼす影響は大きくなり，企業の盛衰そのものに
繋がる場合もある。人員構成等の妥当性は，同業
他社比較が重要な指標となる。
　「物」（営業）については，生産，仕入，販売等
の企業の事業活動すべてを指し，その把握は貸出
審査に必要なことである。営業活動の把握は，取
扱製品の把握，生産状況の把握，仕入・販売状況
の把握，在庫状況の把握が必要である。
　「金」については，経営と営業の結果として現
れるのが業績・キャッシュフロー・資力であり，
財務諸表として表される。
　久保田（2001）は，企業調査は信用調査のこと
であり，貸付を主たる業務とする金融機関の他，
企業相互の信用によって成立するビジネスの世界
では相手企業の信用調査は欠かすことの出来ない
ものであるとしている。信用調査を，単なる信用
度のみならず，取引先の将来性や成長性について
の判定の巧拙が自社の将来を左右すると述べ，企
業審査は，企業を「ヒト」「モノ」「カネ」の観点
から有機的に評価する作業であり，「ヒト」すな
わち経営者が企業経営上最も重要であるとして，
経営者の評価は，人物，人柄，力量，熱意，仕事
ぶり，経営方針はどうかについて社内外の評判よ
り評価する。企業経営において経営者の果たす役
割は極めて大きく，「企業は人なり」とは経営者
の役割の重要性を如実に語っている。企業が必要
とする「モノ」「カネ」は入手が可能であるが，
経営者の能力は自由に入手できない。
　沿革の調査は，将来を予測するため過去の傾向
を把握する必要がある。設立の事情・動機により
企業のルーツを明らかにする。経営体制・事業体
制の変遷を把握し，事業環境の変遷の中でどのよ
うな経営戦略等をとってきたかを検証する。
　マーケティングは，ユーザーニーズを的確に把
握し，製品開発を行い，生産し，消費者に届ける
までのサプライチェーンに関わる全ての活動を含
める。生産は，適切に生産管理を行い，コストは
安く，高品質の製品をいかに円滑に調達し，消費
者に渡すことが出来るかに重点が置かれるように
なっている。販売は，ユーザーニーズを十分に汲
むことが大切であり，売れる商品を供給すること，
売るための合理的な販売体制を確立することが必
要である。
　業界の調査は，業界の特性・問題点を次の点か
ら捉える。調査ポイントは以下である。
同業者数とその格付け，業界の設備状況および生
産能力，製品の生産・出荷・在庫などの需給動向
および製品価格の推移，原材料の需給状況および
原材料価格の推移，同業者の損益・財政状況，技
術革新，労働状況，当局の行政指導方針，関連法
令の改廃等をベースに業界の将来の見通しを調べ
る。
　銀行の信用調査は，同一業界にあっても各々の
企業は異質であることを前提としており，個々の
企業によって企業が有する内部経営資源は異なる
ことと，企業を取り巻く業界におけるポジション
も異なることを前提としている。信用調査は，融
資対象企業の有する「ヒト」「モノ」「カネ」で表
される内部経営資源の検証を重視することと併せ
て，当該企業の所属する業界動向の検証も重視し
ている。
　信用調査の個別企業調査において，内部経営資
源の「ヒト」は，経営者，株主，従業員等が検証
され，「モノ」は，製品状況，仕入先，販売先，
生産状況等が検証され，「カネ」は，資金繰り状
況，キャッシュフロー等が検証されている。これ
ら内部経営資源のうち，特に「ヒト」で表される
経営者の資質が企業経営において影響が大きいも
のとして重視されている。
　信用調査の業界調査において，業界の成長性，
安定性等の業界動向と併せた当該企業の業界内に
おけるポジション等も重視されている。
　先行研究のレビューによって，競争戦略論が企
業の外部要因を重視するか，内部要因を重視する
か，何れかに偏重した分析をするのに対して，銀
行の信用調査はどちらかに偏った見方は行ってい
ないことが考察された。
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Ⅲ　競争戦略論の整理
1　ポジショニング・アプローチの整理
　競争戦略論は，大きく企業の外部からの分析を
重視するか，企業の内部からの分析を重視するか
の 2 つに分かれる（Saloner, Shepard and Podolny, 
2001；青島・加藤，2003）。
　企業の外部環境に持続的競争優位の源泉がある
と見る「ポジショニング・アプローチ」は，業界
の構造により業界の収益率が決まると述べ，業界
の競争要因からうまく身を守り自社に有利な位置
を業界内に見つけることが必要であるとしている
（Porter, 1980）。
　ただし，企業業績に及ぼす影響は，企業の外部
環境要因より個別企業要因である内部要因の影響
が大きいとする先行研究が多く，一般事業会社の
業績に，外部要因の業界構造要因は僅かな影響し
か及ぼしていない（Grant, 2007；根来・稲葉，
2009），とされている（表 2 参照）。
　米国の研究では，Schmalensee （1985）以外の，
Rumelt （1991），Mcgahan and Porter （1997），
Hawawini et al. （2003），Misangyi et al. （2006）の
研究は，企業業績に及ぼす影響は企業の外部環境
である産業効果よりも企業独自要因の影響が大き
いという結果を示している。また，わが国では小
本（2008）が，企業の異質性が重要な要素である
としている。
　これら一連の先行研究の結果は，企業業績に及
ぼす影響は，企業を取り巻く外部環境である業界
構造よりも，企業内部の個別企業要因の方が大き
い，という結果が検証されている。
　ポジショニング・アプローチによる業界の構造
分析は，銀行の信用調査においては，業界調査と
して業界動向と併せた当該企業の業界内地位の分
析が行われている。
2　資源ベース・アプローチの整理
　持続的競争優位の差異の源泉を，企業の内部に
見る「資源ベース・アプローチ（Resource-Based 
View：RBV）」は，企業の生産資源の束は個々の
企業によって大幅に異なっており，それらは企業
がたとえ同一業界にあっても根本的に異質である
と提示している（Wernerfelt, 1984；Barney, 1991）。
　「資源ベース・アプローチ」は，企業の業績格
差の要因を経営資源の違いによるものと捉えてい
るが，個別企業ごとに異なる組織の内部要因の内
容は論ずる研究者によって見解が相違している
（坂本，2009）。
　Penrose（1959）は，会社は生産資源の集合体
であり，内部資源によって企業成長がもたらされ
るとして，有形資源に，工場，設備，土地，原料，
在庫等があり，その他人的資源があるとしている。
　Barney（1991）は，内部経営資源を，物的資本，
人的資本，組織資本に分類し，物的資本は，企業
内で用いられる物理的技術，企業が所有する工場
や設備，企業の地理的な立地，原材料へのアクセ
ス等をあげており，人的資本は，人材育成訓練，
個々のマネージャーや従業員が保有する経験・判
断・知性・人間関係・洞察力等が含まれる。組織
資本は，企業内部の組織構造，公式・非公式の計
画，管理調整システム，グループ間の非公式な関
係，自社と他企業との関係などをあげている。
　Collis and Montgomery（1998）は，内部経営資
源は，大きく有形資源，無形資源，組織能力の 3
つに分けられるとしている。有形資源は，企業の
バランスシートに記載される資源として不動産，
表 2　利益率の決定要因の先行研究一覧
研究者
利益率の差異説明要因
産業効果 企業独自の要因 説明出来ない差異
Schmalensee（1985） 19.6% 0.6% 79.9%
Rumelt（1991） 4.0% 45.8% 44.8%
Mcgahan & Porter（1997） 18.7% 36.0% 48.4%
Hawawini et al.（2003） 8.1% 35.8% 52.0%
Misangyi et al.（2006） 7.6% 43.8% N.A.
小本（2008） 5.5% 51.0% 43.5%
出所：Grant（2007）を基に筆者作成。
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生産設備，原材料などが含まれ，企業戦略の根幹
をなすものである。無形資源は，会社の評判，ブ
ランドネーム，企業文化，技術的知識，特許や商
標，蓄積された学習や経験が含まれる，競争優位
や企業価値に重要な影響を及ぼすとしている。そ
して組織能力は，組織がインプットをアウトプッ
トに変換するために用いるプロセスの組み合わせ
の組織ルーティンであり，磨きあげられたものは
競争優位の源泉になるとしている。
　Grant（2007）は，組織の内部要因を指すもの
として内部資源と組織能力を示している。内部資
源を，有形資源と無形資源と人的資源の 3 つに分
類しており，有形資源は，財務資源の現金・有価
証券・借入能力と物理的資源の工場・設備・土
地・鉱量としており，無形資源は，技術（特許・
著作権・企業秘密）と評判，企業文化としており，
人的資源として，従業員の技能，ノウハウ，意思
伝達，協働能力，動機などをあげている。そして
組織能力を，定期的で予測可能な活動様式である
組織ルーティンが大半の組織能力の基礎をなすと
して，組織の競争優位の源泉と見なしている。
　資源ベース戦略論による内部経営資源は，
Penrose，Barney，Collis and Montgomery，
Grant が述べるように，有形資源，無形資源，人
的資源等に分類が可能である。有形資源は，企業
のバランスシートに記載されるものとして，現預
金，原材料，工場，設備等があげられる。無形資
源は，企業の評判，ブランド，技術，経験・学習
等があげられる。人的資源は，従業員，マネー
ジャー，従業員の有する技能等があげられる。資
源ベース戦略論における人的資源は，経営実権者
を重視せず，マネージャーより下位層の資質他を
重視している。
　一方，資源ベース戦略論による組織能力は，
Collis and Montgomery，Grant が述べるように，
プロセスの組み合わせによる組織ルーティンが競
争優位の源泉になるとしている（表 3 参照）。
　資源ベース・アプローチによる，企業の内部経
営資源・組織能力の分析は，銀行の信用調査にお
いては，個別企業の経営資源分析として行われて
いる。
Ⅳ　銀行の信用調査と経営戦略論の融合の
検証
　銀行の信用調査は，競争戦略論が成立するはる
かな昔より融資取引の一環として，貸出資金が健
全に返済されるかの検証として行われてきた。そ
れに対して，競争戦略論は，企業が他社との競合
に打ち勝つ競争優位の源泉を探る目的で発展した
ものである。そのため，本来両者は，別々のもの
として発展してきており，これまで両社が融合す
ることはなかった。
　銀行の信用調査は，同じ業界に属していても
個々の企業は異質なものであることを前提に行わ
れている5。このような視点に立てば，資源ベー
ス戦略論が前提とする，企業は異質な存在である
ということを支持しているものと捉えられる。
　但し，銀行の信用調査は，競争戦略論のポジ
ショニング・アプローチと資源ベース・アプロー
チが理論前提とする，対象企業が有する競争優位
の源泉を，企業の外部に見るか，企業の内部に見
るかのような，どちらかに偏重した見方は行って
いない。銀行の信用調査は，あくまでも取引先企
表 3　資源ベース・アプローチの整理
有形資源 無形資源 人的資源 組織資本
Penrose（1959） 工場，設備，土地，
原料，在庫
- 従業員他 -
Barney（1991） 工場，設備 - マネジャー，従業員
の保有する経験・技
術
組織構造，管理調整
システム
Collis & Montgomery
（1998）
不動産，設備，原材
料
会社の評判，ブラン
ドネーム，特許・商
標，経験・学習
- -
Grant（2007） 資金，有価証券，工
場，設備，土地
技術（特許，著作権，
企業秘密），企業文化
従業員の技能，ノウ
ハウ，意思伝達，協
働能力，動機
-
出所：筆者作成。
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業に対する融資資金の返済が可能であるかについ
て，当該企業の属する業界動向と併せ，企業の有
する内部経営資源の優位性の検証を総合的に判断
したうえで行っている。
　企業の有する競争優位の源泉を企業内部に見る
資源ベース・アプローチでは，内部資源の人的資
源は，ミドルマネージャー以下の職員の有する技
術・ノウハウ等を重視しており，銀行の信用調査
が重視する経営者の資質や経営実権者の経験はそ
れほど重視していない。
　また，資源ベース・アプローチが競争優位の源
泉として強調する組織能力は，信用調査における
判断項目である経営資源の「ヒト」「モノ」「カ
ネ」のうち「モノ」を構成する要素として，仕入
状況，生産状況，販売状況として調査の対象と
なっているものの，企業外部から調査を行うこと
による限界もあり，当該企業の優位性の判断とし
て強く支持されるものではない。
　同様に無形資源も，当該企業の有する評判，ブ
ランド等は，バランスシートに記載されていない
ため評価が難しく，有形資源との比較においてそ
れほど重要視されてはいない。
　これらに対して，内部資源のうち有形資源は，
企業のバランスシートに記載され，貨幣価値に換
算した評価がしやすいため，信用調査において重
視されている。
　一方，対象企業が有する競争優位の源泉を，企
業の外部に見るポジショニング・アプローチによ
る業界の構造分析は，銀行の信用調査においては，
業界調査として，業界動向と併せた当該企業の業
界内における競争力，マーケットシェア等の業界
内ポジションの検証も行われている。
Ⅴ　ま　と　め
　本稿は，銀行の信用調査と競争戦略論の融合の
可能性について考察したものである。
　企業向け融資に関わる信用調査は，融資資金が
健全に返済されるかについて判断するものであり，
借入金の返済原資としての，キャッシュフロー獲
得状況を検証するものである。一方，経営戦略論
の目的は，企業の持続的な競争優位の源泉を探る
ものであり，企業間の競争において比較優位な
キャッシュフローを獲得する理由を考察するもの
と捉えられる。このように対象企業のキャッシュ
フロー獲得状況を検証することにおいて，銀行の
信用調査実務と経営戦略論の理論前提の接点は見
出されるのである。
　先行研究の理論考察によって，信用調査実務に
おいて行われる，ポジショニング・アプローチに
よる業界動向調査と，資源ベース・アプローチに
よる企業調査状況の検証を行った。
　現在，銀行の融資採り上げ方針は，過去の担保
偏重主義から，対象企業の事業内容と当該企業の
優位性の検証と併せ，特に当該企業のキャッシュ
フロー状況を重視した融資資金の返済可能性を検
証する融資方針に移行している。そして，企業向
け融資に係る信用調査の過程において，たとえば
SWOT 分析や，ポジショニング・マップ活用に
よるポジショニング分析等の経営戦略論を背景と
した定性要因分析も一部では行われている6。一
方で，有形資源を中心とした内部資源を貨幣価値
に換算した資産評価も依然として行われている。
　銀行の信用調査実務において，ポジショニン
グ・アプローチと資源ベース・アプローチを用い
た経営戦略論を背景とした企業審査は，これまで
以上に重視されるものと期待できる。次の研究で
は，銀行の審査実務担当者等へのインタビュー等
による定性的なアプローチを用いた考察を試みる
予定である。
注　　　　　　　　　　
1　日銀法第 1 条は，銀行は信用を維持し，預金者等の保
護を確保するとともに金融の円滑を図るため，健全かつ
適切な運営を期し，もつて国民経済の健全な発展に資す
るとしている。
2　筆者は，メガバンクにおいて，企業向け融資業務に永
く係わって来た。一方で経営戦略論を中心とした研究を
行っている。
3　A 銀行（都市銀行）の銀行内行員向け書籍。
4　B 銀行（都市銀行）の銀行内行員向け書籍。
5　『業種別審査事典』（金融財政事情研究会編）は，業種
別の平均経営指標が記載されており，審査の際に参考と
する。当該企業の経営指標と業界平均を比較し，信用調
査の参考とする。
6　筆者は，融資取引の信用調査における当該企業の定性
要因分析において，活用した実績がある。
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